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メタサイエンスとしての情報学は，「全ての諸科学の基盤の一つ」であるとされている．本研究では，情

報学を主専攻としない学生を対象とした，モチベーションを考慮した情報学の教育のためのメタ的なフ

レームワークを提案，評価し，その要素や特徴を明らかにすることを目的とした．本研究で提案するフ

レームワークは，高次のアクティブラーニングの中に一般的アクティブラーニングを包含する設計とし

た．さらに，モチベーション向上のための設計として「『社会の課題を解決する』という目的を据えるこ

と」および「課題や解決方法を『自分たちで設定する』こと」を組み込み，異なる取り組みを行う三つ

の実践共同体を対象として，提案するフレームワークを適用して活動を行ってもらった．その結果，本

研究で提案したフレームワークが，情報学を主専攻としない学生に情報学を教育する際に，有効な形態

の一つであることが明らかとなった． 
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1. はじめに 

近年，メタサイエンスとしての情報学が注目を集め

ている．萩谷は，情報学とその応用分野（応用情報学

や領域情報学）の関係性について「情報技術が社会に

広く浸透しているように，情報学の原理や技術はほか

の諸科学に広くかつ深く浸透し，その結果，諸科学に

おいて応用情報学もしくは領域情報学と呼ぶべき学問

分野が数多く生まれている」ことを指摘するとともに，

「情報学は応用情報学における原理や技術を普遍化す

ることにより発展してきた」ことを指摘している(1)．

また，山崎は，情報学について「諸科学全体を覆う，

あるいは諸科学の基礎的な部分を形成する『メタサイ

エンス』」だと述べている(2)．そして 2016年 3月，日

本学術会議情報学委員会科学技術教育分科会は「大学

教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基

準：情報学分野（以下，参照基準）」を発表した．参照

基準では，情報学を「情報によって世界に意味と秩序

をもたらすとともに社会的価値を創造することを目的

とし，情報の生成・探索・表現・蓄積・管理・認識・

分析・変換・伝達に関わる原理と技術を探求する学問」

であると定義し，情報を生成・探索・表現・蓄積・管

理・分析・変換・伝達することを，総称して「情報を

扱う」と表現している．また，参照基準も「情報学は

メタサイエンスとして，全ての諸科学の基盤の一つ」

としている(3)．  

以上より，メタサイエンスとしての情報学は，情報

学を主専攻としない者でも学ぶべきであると考えられ

る．しかし，情報学を主専攻としない者を対象として

情報学を教育する方法や，情報学の知識や能力につい
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てどのように評価すべきかについては，研究の余地が

ある．また，情報学を主専攻とする学生の，情報学を

学ぶことに対するモチベーションについては個人差が

ある(4)(5)ことから，情報学を主専攻としない学生の，情

報学を学ぶことに対するモチベーションはさらに個人

差があることは容易に推察できる．そこで，本研究で

は，情報学を主専攻としない学生を対象とした，モチ

ベーションを考慮した情報学の教育のためのメタ的な

フレームワークを提案，評価し，その要素や特徴を明

らかにすることを目的とした． 

2. 研究の方法 

2.1 提案するフレームワーク 

本研究で提案するフレームワークでは，情報学を教

育するための方法としてアクティブラーニング

（Active Learning：AL）を採用した．また，対象は社

会科学系の学部学生とした． 

河合塾は AL を「PBL（Project/Problem Based 

Learning），実験，実習，フィールドワークなどの参加

型・能動型学習」と定義するとともに，さらに，「知識

の活用を目的とした演習・実験等の一般的 AL（GAL）」

と，「知識の活用を目的とした PBL，創成授業等の高

次の AL（HAL）」の 2つに分類している(6)．図 1は本

研究で提案するフレームワークの概要図である．本研

究で提案するフレームワークは，HALの中に GALが

包含されていること，モチベーション向上のために

「『社会の諸課題を解決する』という目的を据えること」

および，「課題や解決方法を『自分たちで設定する』こ

と」をフレームワークの設計に組み込んでいるという

二点が主な特徴である． 

提案するフレームワークでは，学生はまず i の段階

で，ディベートやブレーンストーミングなどを行い実

社会の諸課題を発見し，それについての解決策を決定

する．なお，この解決策については「ITを用いて解決

する」ことを条件とした．次に iiの段階では，学生は

解決策を実施するため，「情報学の学修（GAL）」を行

う．具体的には，プログラミング言語の学習を行うハ

ッカソンや，映像制作の方法について学ぶ勉強会の実

施などが考えられる．そして，この GAL を繰り返す

ことで，情報学の知識や能力を身につけ，iiiの解決策

の実施および課題解決が可能となる．もちろん，学生

のみでの学習が不可能な場合もあると思われるため，

適宜，大学教員へ相談でき，助言をもらうということ

もフレームワークの形態として組み込んでいる． 

2.2 対象となる実践共同体 

本研究では，情報学を教育するための実社会の課題

への解決策の方策として，「アプリ開発」，「映像制作」，

「ワークショップの開催」という三つを設定すること

とした．そして，アプリ開発には，「熊本県立大学 ア

プリ開発部（学部 2年生 9名，学部 3年生 3名の合計

12名）」，映像制作には，「熊本県立大学 ムービー制作

部（学部 2 年生 3 名，学部 3 年生 6 名の合計 9 名）」，

ワークショップの開催には「熊本県立大学 GLOW UP

（学部 2 年生 6 名）」という三つの実践共同体に協力

を依頼し，約一年間，本研究で提案するフレームワー

クを適用して活動を行ってもらった．なお，学年は本

研究を開始時のものである．  
図 1 提案するフレームワークの概要図 
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2.3 評価方法 

本研究では，「情報学に関する知識や能力の評価」お

よび「活動に対するモチベーションに関する評価」の

二つの評価を行う． 

2.3.1 情報学に関する知識や能力の評価 

情報学に関する知識や能力の評価については，本研

究での対象が社会科学系の学部学生であることから，

あらためて検討する必要がある．そこで，情報処理学

会がまとめた「情報専門学科におけるカリキュラム標

準 J07(7)」を参考に，社会科学系の学部学生が学ぶべ

きであると考えられる，情報学に関する知識や能力に

ついて，全 8 分野 53 カテゴリに分類を行った．評価

は，この全 8 分野 53 カテゴリの理解度や達成度につ

いて，具体例を示した評価シートを作成し行った．評

価は，活動期間前と期間後について 5 段階（N：評価

することができない，1：25%未満の理解度・達成度で

ある，2：25%以上〜50％未満の理解度・達成度である，

3：50％以上〜75％未満の理解度・達成度である，4：

75％以上の理解度・達成度である）で評価してもらい，

その数値の伸びを元に評価を行った．なお，実践共同

体やその中での役割によっては，活動内容から知識や

能力の獲得が難しいと判断し，評価を行わない分野お

よびカテゴリが存在していたことも申し添えておく． 

2.3.2 活動に対するモチベーションに関する評価 

活動に対するモチベーションに関する評価について

は，調査票を作成し，三つの実践共同体の 27名を対象

として行った．調査票には，三つの実践共同体の活動

を整理した上で，モチベーションの向上に寄与したと

考えられる五つの理由や要件を提示し，それらが自身

の実践共同体での活動に対するモチベーション向上に

対して及ぼした影響について，最も当てはまるものを

5 段階（1：ほぼなかった，2：どちらかといえばなか

った，3：どちらともいえない，4：どちらかといえば

あった，5：とてもあった）のうちから選択してもらっ

た． 

3. 評価結果および考察 

3.1 情報学に関する知識や能力の評価結果 

表 1は，三つの実践共同体の 8つの分野それぞれの，

情報学に関する知識や能力の評価結果を示したもので

ある．評価の結果，全学生の全分野全カテゴリにおい

て，期間後の評価値が期間前の評価値と同じかそれ以

上であった．また，表 1の下線部に示すように，アプ

リ開発を行う実践共同体においては，「プロジェクト・

マネジメント」，「データベース」，「ジェネリックスキ

ル」の 3分野，映像制作を行う実践共同体においては，

「プロジェクト・マネジメント」，「ジェネリックスキ

ル」の 2分野，ワークショップを行う実践共同体にお

いては，データベースを除く 7分野における評価値の

伸びが大きかった．なお，評価値の伸びの最大値は 3

であり，これは活動前の評価値が 1，活動後の評価値

が 4の場合である． 

3.2 活動に対するモチベーションに関する評価結果 

図 2 は，三つの実践共同体の 27 名を対象として行

った，活動に対するモチベーションに関する評価結果

を示したものである．提案するフレームワークの設計

に組み込んだ，「活動の目的が『社会の課題を解決する

表 1 情報学に関する知識や能力の評価結果 

 アプリ開発 映像制作 ワークショップの実施 

 平均 n SD 平均 n SD 平均 n SD 

1. 情報技術・情報システムの基礎 0.854 12 0.565 0.806 9 0.630 1.000 6 0.707 

2. プロジェクト・マネジメント 1.167 12 0.764 1.185 9 0.611 1.528 6 0.849 

3. プログラミング 0.828 3~11 0.697 - 0 - 1.371 2~5 0.721 

4. マルチメディア 0.830 11~12 0.663 0.941 7~9 0.591 1.261 5~6 0.606 

5. UI/UX 0.963 8~12 0.776 0.750 0~7 0.595 1.750 1~6 0.595 

6. データベース 1.143 3~4 0.990 - 0 - - 0 - 

7. セキュリティ 0.524 9~12 0.587 0.800 2~8 0.748 1.000 3~6 0.816 

8. ジェネリックスキル 1.125 12 0.576 1.185 9 0.547 1.444 6 0.550 
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こと』だったから」と「課題や解決方法を『自分たち

で設定した』から」という項目に対して，モチベーシ

ョン向上に対する影響が「4：どちらかといえばあった

／5：とてもあった」と回答した人数は，全体のおよそ

8割であった． 

4. 結論と課題 

本研究で提案したフレームワークを適用した，各実

践共同体の全学生の情報学に関する知識や能力の評価

結果が，全分野全カテゴリにおいて，取り組み期間後

の評価値が期間前の評価値と同じかそれ以上であった．

これより，本研究で提案したフレームワークが，情報

学の知識や能力を向上させるために有効であることが

明らかとなった．また，提案するフレームワークに設

計として組み込んだ「『社会の課題を解決する』という

目的を据えること」および「課題や解決方法を『自分

たちで設定する』こと」という二点が，社会科学系の

学部学生に情報学を教育する際のモチベーション向上

のために機能していたことが示された．以上より，本

研究にて提案したフレームワークは，情報学を主専攻

としない学生を対象として情報学を教育する際に，有

効な形態の一つであるといえる． 

一方，フレームワークの今後の課題も明らかとなっ

た．今回は，フレームワークの細かな部分については

決定せず，メタ的なフレームワークの元で研究を行な

った．その結果，プロジェクトの内容と取り組む人数

のミスマッチや，開発環境や使用するソフトウェアな

どが一因と考えられる，情報学の知識や能力の向上を

鈍化させる原因となり得る要素が明らかとなった．今

後，フレームワークの有効性をさらに高めるためには，

これらの要素について制約や条件を設定する必要があ

ると考えられる．今後も実践的な研究を続け，研究を

進めていきたい． 
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